
60

特集　現代日本経済とその世界的関連

［調査］

経済のマクロ的パフォーマンスと労働市場

一日　本　の　揚　合一

江　口　英　一・

　さきに，総需要政策　とくに金融政策の効果について，

マクロ経済理論の変遷をサーベイした際（江口（1985）），

戦後の長い歴史の中で，価格メカニズムによる自律的均

衡回復力の評価が次第に高まってきたこと，および，最

近の理論展開の中で，政策の期待インフレ率に及ぼす影

響が政策の有効性にとって基本的重要性をもつものとし

てとらえられていることをみた，ここでは視点をかえて，

国際的にも評価の高い第2次石油危機前後からの日本経

済のマクロ的パフォーマンスが，政策運営と経済に内在

する自律的均衡回復力とにどのようなかかわりをもって

いたか，また，それが今後の政策運営に示唆するものは

何かを考えてみたい．．これが本稿の第1の目的である．

　経済の自律的均衡回復力にとって，労働市場のワーキ

ングがクルーシャルである．本稿では，このことを示し

たあとで，日本の労働市揚に関するこれまでの研究者の

業績を検討することなどにより，日本経済のマクロ的パ

フォーマンスを評価するための手がかりを掴むことを試

みたい．これが本稿の第2の目的である．

1・マクロ経済のパフォーマンスと労働市場

　Ll　日本経済のマクロ的パフォーマンス

　（1）石油危機後のパフォーマンス

　わが国経済は，固定墓誌制が崩壊した1972二73年分ハ

イパー・インフレーションを経験したものの，74年4－6

月をピークに（GNPデフレーター前期比年率，25．0％），

インフレーションを急速に沈静させ，とくに79－80年の

第2次石油危機後は，先進工業国の中で逸速くスタグフ

レーション的状況から脱出することに成功した．

　図1は，経済政策の最終目標であるインフレ率，実質

GNP，失業率について，この間の動きを日本，米国，西

ドイツで比較したものである．この図から，わが国のマ

クロ的パフォーマンスが次の3点で他の先進工業国と比

較して良好であったことが読みとれる．

　第1は，わが国が比較的短期間でインフレーションの

収束に成功したことである．米国では，80年代に入って

も依然10％前後のインフレ率が続き（81年，9．7％．GNP

デフレーター・ベース），インフレーションの克服に長

期間を必要としたのに対して，わが国のインフレ率は78

年目は既に5％を割り込むに至っている．

　第2に，米国と西ドイツでは，前後2回の石油危機後

のインフレーションを収束する際に，2回とも実質GNP

が純減するという犠牲を払っている．これに対してわが

国は，72－73年のハイパー・インフレーションの鎮圧の

際にこそ実質GNPが純減したものの，その後は実質

GNPの増大と両立するかたちでインフレ率は低下して

いった．総需要政策によってインフレ率を1％ポイント

低下させるために犠牲として払わねばならない実質GNP

．水準の落ち込み度合はサクリファィス・レイシォ（sacri一

丘Ce　ratio）とよばれている．石油危機後のわが国のこの

比率は，他の先進工業国に比べて著しく低かったように

窺われる1）．

　第3は，わが国の失業率が，多少の上昇傾向にあると

はいえ，他国に比べて依然著しく低水準であり，また，

その変動幅も小さいということである．西ドイツの失業

率は，72年には米国はもとよりわが国に比べても低水準

にあったが（1．1％なお，70，71年は0．7，0．9％），第1次，

第2次の石油危機後に急増のあと，今や米国の水準をも

凌駕するに至っている．70年代以降の失業率急増は欧州

諸国に共通した現象で，現在，先進工業国の中ではわが

　　1）　たとえば，Gordon（1987）．

　　サクリファイス・レイシオの定義は次の通り．

　　孟＝1期での総需要政策発動を考える．この政策によ

　って・（6＝1，…，θ）期のインフレ率，実質GNPが，夫

　々，P‘oから．P‘へ，「80から琉へ変化したとする．

　このとき，サクリファイス・レイシオは，
　　　　［Σ‘．、θ（yry80）／Σ‘。、θy80］／［♪θ一戸θ・］

　として定義される．すなわち，総需要政策によってθ

　期間の間に削減することができたインフレ率（上式分

　母）と，そのための犠牲として払われたθ期間中の実
　質GNPの落ち込み率（上式分子・（r‘0／Σ‘・・θ「‘o）を

　ウエイトとした（7‘一7‘o）／y‘oの加重平均）との比率で

　ある．
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経済のマクロ的パフォーマンスと労働市場

図1　日本経済のマクロ的パフォーマンス
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資料二日本銀行調査統計局『日本経済を中心とする国際比較統計』（1986）．

国のみが低失業率を享受している．

　（2）　マクロ的パフォーマンスの背景としての適切な

　　政策運営と自律的均衡回復力　　その評価

　第2次石油危機前後からのわが国のマクロ的パフォー

マンスは，以上の3つの視点からみて，確かにすぐれて

いる．その背景：として屡々指摘されるものは，この間に

おける適切な政策運営とわが国市揚経済の自律的均衡回

復力の強さである2）．．

　1）　まず，このような主張の根拠を簡単なマクロ経済

モデルを使ってみておくことから始めよう．表1（64ペ

ージ）がそのモデノレである3）．

　2）　マネタリスト（たとえば，Friedlnan（1985），

Parkin（1984））がとくにこの点を強i凋している．1

　3）　ケインズ派的モデルではあるが，合理的期待形

成を仮定した場合の政策効果検討も可能な「新しいケ
インズ派」のモデノレに沿っている．Fischer（1977）を基
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　15関数［1A］式およびLM関数［1B］式

から総需要関数［1］式が誘導される．つぎ

に，生産関数［2Aコ式および企業均衡条件

（実質賃金と限界労働生産性の均等）［2B］

式から総供給関数［2］式が誘導される・

［2A］，［2B］（従って［2］式）では所与とさ

れている名目賃金は，労働者からみた期待

実質賃金上昇率が労働市場における超過供

給（失業率の自然失業率からの乖離）に依存

するという賃金決定関数（フィリップス曲

線），［3A］式によって決定される．この

［3A］式中の労働の超過供給を，［2Aコ式の

生産関数を使って，完全雇用に見合う潜在

産出高と現実の産出高との乖離（GNPギャ

ップ）に変換し（［3D］式），フィリップス曲

線を産出高の次元に書き直したものが［3］

式である（以下，［3A］式，［3］式の2つの

フィリップス曲線を，夫々，「失業率（σ）

ベース」，「産出高（7）ベース」とよぶ）．

この［1］，［2］，［3］式に期待物価上昇率形成

のメカニズムを適合的期待仮説あるいは合

理的期待仮説のかたちでつけ加えれば，モ

デルは完結し，産出高靴物価P，賃金躍

に関する解が求められる．

　このモデルは次のような性質をもってい

る．

　政策当局がインフレ率P低下を狙って貨

幣供給増加率を削減する揚合に，①期待インフレ率（フ

ィリップス曲線［3A，3］式中のP8）が現実のインフレ

率Pに対して調整されてゆく速度が早い程，また，②賃

金上昇率が労働市場需給，従って（［3D］式により）財市

揚の需給に感応的で，フィリップス曲線の傾斜（ひベー

ス［3A］式のα，従って「ベース［3］式のδが急な程，

インフレ率低下の速度は早く，かつ，その過程で発生す

る産出高ゐ低下幅（サクリファイス・レイシオ）が小さい・

同様に，総需要関数（［1］式），総供給関数（［2］式），フィ

リップス曲線（［3Aおよび3］式）に擬乱的ショックが加

わった場合も，価格期待の調整速度とフィリップス曲線

の傾斜とが大きい程，撹乱的ショックの産出高への影響

は小さく，経済は自然失業率に対応する古典派的均衡へ

収敷してゆく速度も早い，

礎として江口（1985）に示レたモデルを多少修正したも

のである．
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　モデルのこのような性質は，貨幣供給増加率が変化し

た揚合にインフレ率（P）とGNPギャップ（7一轡）とが

辿る調整経路を説明する際に，マクロ経済学の教科書で

使われているグラフー［2］式に［3］式を代入してえら

れたPの（r－r＊）に関する右上りの「総供給曲線」と

［1］式の階差をとった関係を示す右下りの「総需要曲線」

との交点（短期均衡点）は，時計と反対回りの螺旋状の経

路を辿って長期的均衡へ収敏してゆく一を想い起こせ

ば，容易に理解できよう4）．つまり，貨幣供給増加率が

低下したとき，①価格期待の調整速度が早い程急速に総

　4）　たとえば，Dornbusch高Fischer（1978）．

　Gordon（1987）に従って簡単に説明しておく．

　総供給曲線S8は，　P軸を1）θで切る右上り曲線で，

P8が減少すれば下方シフトする．総需要曲線エ）1）鳳，

詳しくいうと，［1］式の階差をとってえられた4「を
定義式rσ≡∠Y－1σ十∠r－4｝7＊（ただしrσ＝r－yつに

代入したものであり，yσ（y－7つ軸をyL1θで切る右

下り曲線で，泌や2の減少やy－1σの減少によって下

方シフトする．ある期についての両曲線の交点は（yσ，

戸）の短期均衡値であるが，長期均衡値（yσ＝0，戸＝泣

一｝シ＊）に等しくない限り，翌期にとっての戸8，y「一1σは

当期に関するものとは異るので両曲線のシフトが起こ
り，（rσ，戸）の短期均衡値も動いてゆく．

　マクロ経済学の教科書では，翌の変化に伴う調整に

上述の枠組を当てはめ，調整過程の短期均衡点の軌跡
が，（rσ，戸）平面上を，時計と反対回りの螺旋状の渦

を巻きながら，また，途中で長期均衡点をオーバーシ

ュー gしながら，最終的には長期均衡点へと収去する
ことをグラフを使って説明している（下図参照）．

　辺削減の開合に，期待の調整速度（2）が大きい程，

また，フィリップス曲線，従って88曲線の勾配が高
い程，この調整過程での渦巻が横幅の細いものとなり，

オーバーシュートの度合も小さく，また，短期間のう

ちに長期均衡点の近傍に近づくことは，教科書のグラ

フを使って容易に確かめることができる．また，［1，2，

3］式に加えられた1回限りの撹乱的ショックの影響
についても，同様に．して確認できる．
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供給曲線は下方にセフトしてゆき，また，②ひペー冬・

フィリップス曲線の勾配αが大きく総供給曲線が急傾

斜な程，（y－r＊）の変域が狭くなるわけである．

　教科書では通常適合的期待形成を仮定して説明されて

いるが，同じグラフを使うと，合理的期待形成を仮定し

た振合にも，民間の予想に織り込みずみの政策は産出高

に影響しないものの，予想されざる政策の影響や［1，2，

3］式に加えられた撹乱的ショックの影響に関して同様

のことが成立するということが理解できよう5）。

　2）石油危機後，インフレを収束してゆく過程での日

本経済のマクロ的パフォーマンスは，このモデルが示唆

する通りのようにみえる．

　まず，政策運営との関連である．

　この期間の金融政策は，物価安定へ向けてのマネーサ

プライ（翌）重視政策として特徴づけられる。72－73年の

ハイパー・インフレーション収束のため当初こそ翌増

加率は急速に引き下げられたが，74年頃からは漸進的な

かたちで翌増加率の引下げが図られていった6）．M目標

値を設定し機械的にその達成を図るというより，通貨当

局は時々の総合判断を重視し，また，一時的・短期的な

M増加率の振れには拘泥しないというeclecticな政策運

営であった．しかし，結果的にはM増加率の分散はた

とえば米国に比べて著しく小さく（Friedman（1985）は米

国と日本の金融政策を対比してrmonetarist　in　rethoric

とmonetarist　in　practice」と評），また，通貨当局がそ

の総合判断にあたり民間の期待動向を重視していたこと

もあって7），インフレ率の漸次的低下傾向が民間の期待

のなかに次第に織込まれるに至ったも．のと判断される．

　この結果，第2次石油価格の上昇で再び多少上昇した

インフレ率が金融引締めで低下してゆく過程では，民間

の期待インフレ率も順調に低下していった8）．こうして

　5）合理的期待を仮定した揚合にも，予想されざる
政策の発動や概乱的ショックがあったときのゑ｝7σの

軌跡は，前注同様，（yσ，戸）平面上の渦巻で示され，

フィリップス曲線の勾配が高い程横幅が細い渦巻にな

る．後者の点については表1のモデルに合理的期待仮
説を導入してモデルを解いた結果（江口（1985））からも

確認できる．

　6）M2十CD年平均増加率は，73年，22・7％，川中，

11．7％．もっとも73年中の四半期増加率（年率％）は，

23．4，23．0，12．6，10．9と推移しており，M増加率の風速

の急減は73年央に起きた．

　7）　この間の通貨当局の政策スタンス等については，

たとえば，鈴木（1983）．

　8）　豊田（1987）は，経済企画庁「消費動向調査」，

「企業経営者見通し調査」での物価に関する予想変化

。
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物価の期待値と実績値との大きな乖離発生が防げたこと

が，モデルの示唆通り，第2次石油危機後は実質GNP

が下落しないま㌦インフレ率低下に成功した一因となっ

ているようにみえる．

　つぎは，日本経済の自律的均衡回復力に関連した議論

である．

　石油危機後の翌増加率の引下げによって名目GNP成

長率は年を追って減少していったが，その殆どはインフ

方向データを使って，Carlson謂Parkinの方法を改良

した手法により，70年頃央以降の期待インフレ率を推

計している．そこでのグラフをみると，第2次石油危

機後の調整期には，第1次のときと比べて，期待イン

フレ率は実績をかなりよく追っている．

5 10％σ

レ率低下で吸収され，とくに第2次石油危

機後は実質GNPは落ち込みをみせなかっ

た．その背景に前述した適切な政策運営が

あるにしても，この間に，景気の多少の低

迷から失業率が僅かに上昇したことによっ

て，インフレ率の低下幅を上回る（そして恐

らくは期待インフレ率の低下幅も上回る）

賃金上昇率の低下があったことも重要であ

る．日本のひベース・フィリップス曲線を

計測すると，図2から直ちに想像されるよ

うに，他先進国に比べて著しく低い失業率

で横軸を切りかつ著しく急勾配という結果

がえられる．

　日本の石油危機後の調整過程で，諸外国

に比べて著しく軽い景気後退でインフレ率

を着実に落としえたのは，ひベース・フィ

リップス曲線の急勾配を反映して総供給曲

線もまた（低い失業率水準に対応する実質’

GNPのところで）急勾配であったためモデ

ルの示唆通りの結果が生じたのだ，と理解

すべきではなかろうか．

　3）以上の主張をどのように評価すべき

だろうか．

　まず，政策運営についてである・ケイン

ジアン，マネタリスト，どのようなモデル

を前提にしても，発動される政策内容が民

間の期待のなかに織込まれてしまっている

程度が大きい程，産出高をはじめ実物面に

与える効果が小さい，といえるだろう．石

油危機の後での金融政策の最大の目標はイ

ンフレ率を引き下げることであった．実物

面への負のショックを極力抑えづ＼この目標を達成して

ゆくためには，M増加率削減で実現するインフレ率の低

下に合わせて民間の期待インフレ率の低下を図ってゆく

ことが重要である．このような理由から，わが国通貨当

局がこの間にとったマネーサプライ重視政策が極めて適

切なものであったという前述の主張は，充分納得できる

ものである．

　一方，わが国市場経済の自律的均衡回復力を強いとみ

ることについては検討すべき余地が多い．検討の対象と

すべきは，ほとんど全てが労働揚揚のワーキングに関連

した問題であるが，自律的均衡回復力の強さ如何はそれ

によって金融・財政政策運営の在り方も変えねばならな

いマクロ経済政策上重要な問題なのである．この点を次
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表1簡単なマクロ経済モデル

モ

デ

ノレ

記

号

総需要関数 ［1］ r＝do十両z十d2（几f1P）

1s関数

茄f関数
］
］A
B

1
　
1

［
［

r＝α0→一α」1Z一α2乞

M／P＝恥十ゐ1r一う♂

総供給関数
1［・］

ア＝50十31K－32（pl｝の

生産関数

企業均衡
］
］A
B
2
2

［
［

r＝F（L，K）

剛P＝FL（L，　K）

賃金決定関数GNPギャップ

i　　ベース ・…プ・醐
［3］

・　　　　　　　　G　　　　　　　　　　　　　　　一

d』Pθ一δ（y＊一y） （δ＝α1β）

賃金決定関数

（麩婆・…プ・醐　［3A］

失業（定義式）　　　　　　　　　　［3B］

労働供給　　　　　　　　　　　　　［3C］

失業率とGNPギャップとの関係　［3Dコ

躍r♪・一α（び一σ＊）

σ＝五8一五

五8＝五＊十σ＊

y＊一y＝β（ひ一σ＊）

●

期待形成
［・］1

pe＝適合的期待（λP－1十（1一え）1㍉θ）又は合理的期待

r＝実質産出高，Z：外生的支出，．K＝資本ストック，　L＝労働需要（雇用），ゐ8：労働供給（労働力人口），

ひ：労働超過供給（失業），M：貨幣量，ゴ：金利，　P：物価，戸6＝期待物価上昇率，研＝賃金，σむ自然失

業，が：完全雇用時の労働供給（ひ喰控除），r＊＝F（L＊，　K）1潜在産出高．

　なお，変数上のドットは変化率を示す．また，バーは外生変数の表示．

節で説明しよう．

　L2　マクロ経済の自律的均衡回復力と労働市場

　わが国市揚経済の自律的均衡回復力を評価するために，

次の問題を検討する必要がある．

　第1に，σベース・フィリップス曲線の勾配αの高さ

から総供給曲線の傾斜を推論するには，まず，産出高y

と失業率ひとの対応関係を検討する必要がある．「ベー

ス・フィリップス曲線の勾配δはα／β，β＝（7－y＊）／（σ＊

一ひ），であるから，総供給曲線の傾斜はα以外にβ（お

よび［2］式のε2）にも依存している．これは，植田・吉

川（1984）が提起した問題である．

　かりに，総供給曲線の傾斜が高いということが（単に

偶々第2次石油危機後にそうであったにとどまらず）日

本経済の構造的特質であるとしよう．それは古典派的均

衡への自律的回復力が強いことを意味するとともに，総

需要曲線がシフトしてもその影響の大部分は物価の変動

に吸収され実質産出高はほとんど変らないということを

意味している，従って，実質産出高低下が生じた揚合も，

それは，短期間のうちに実質産出高が自律的に回復する

性格のものか，或いは潜在産出高が低下したためのもの

かのいずれ，かであって，金融・財政政策で総需要拡大を

図っても（民間がそれを予想したか否かに拘らず）その効

果は殆ど物価上昇に吸収され実質産出高への影響は著し

く小さいこととなる．こうして，金融政策はM増加率

の一定化を図り，財政政策は均衡財政下の資源再配分機

能に徹すべきで，いずれも総需要管理政策など意図すべ

きではない，ということになる．

　第2に，日本経済の自律的均衡回復力が高いようにみ

えでも，一旦実質賃金が均衡水準から乖離した揚合，再

び均衡水準へと速やかに収敏してゆくメカニズムが果し

て存在しているのか，という問題がある．

　石油危機後の欧州諸国で高失業率が持続しているのは，

石油価格上昇に伴う限界労働生産性低下にも拘らず実質

賃金が硬直的なためではないか，ということがBruno－

Sachs（1981），Sachs（1979）の問題提起であった．わが国

ではいわゆる日本的労働慣行や「縁辺労働力（後述）」の

労働力率のプロシクリカルな動きもあって失業率は低水

準で，欧州諸国の基準からすれば日本の現状は完全雇用

に極めて近いとみてよいだろう．また，石油危機後実質

賃金上昇率が顕著：な低下を示したことも事実である．し

かし，実質賃金と限界労働生産性MPLとが均等すると

いう条件が充されているのか，という問題が残る，

　かりに，実質賃金がMPLを上回って高どまりを続け

ているならば，それは，相対価格面での自律的均衡回復

力が弱いことに他ならず，また，資源配分上の問題も生

じている，とみるべきだろう．

　第1，第2の問題とも，表．1のモデルでは極度に単純

化されていた労働の需要，供給，賃金決定に関する調整

プロセスに関する問題である．以下，．この2つの問題に

ついて今少し補足することとしよう．

伽
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　なお，第1，第2の自律的均衡回復力の評価にも関連

する問題として，失業率（ひ）ベース・フィリップス曲線

の性格は何か，今後ともそれは安定的であり続けるのか，

ということがある．しかし，この問題は日本の労働市場

の実態と深いかかわりをもっているので後に考えること

とし，ここでは差し当りひベース・フィリップス曲線の

安定性を前提として議論を進めることとする．

　（1）産出高と失業率との対応関係

　表1のモデ～レが前提とするように，労働供給がが［3

C］式により外生的に決定され，また，産出高rと企業

が雇用している労働者L，保有している資本ストックκ

との間に生産関数が常に成立している，という世界では，

σベース・フィリップス曲線［3A］式の勾配αを7ベ

ース［3］式の勾配δ＝α／βに変換する際のβ（＝（「一y＊）／

（σ一σ＊）は，限界労働生産性凡Oである9）．従って，

第1次近似として各国間のMPLの相違を無視して，α

の大小で各国間δの大小を推量することも或いは許され

るかもしれない．

　しかし，政策効果の波及過程などを問題とする現実の

世界では，βの大きさは，次のような産出高変動と失業

率変動との間に介在する諸要因に依存していると考えね

ばならない・すなわち，①産出高y変動から労働需要変

動までの調整ラグの存在（従って短期的には生産関数は

充されず），②劣働需要は雇用者数しとその1人当り労

働時間∬との積に関する需要であり，ゐ，E双方が内生

的に変動（産出高に対する調整ラグはHの方が小），③労

働供給五8も実質賃金と雇用機会の多寡等に依存して内

生的に変動，などの諸要因である．もし，産出高変動に

対し労働需要とりわけ雇用者数の調整が後れ，さらに，

労働供給が雇用機会の変動に対応して変動するならば，

その分だけひの変動は小幅なものとなり，統計データか

ら（「一y＊）と（ひ一σつの比として求められたβの値は

乾Oより大きいものとなる．

　Okun（1962，1973）が；時系列回帰分析によりβを推定

し，米国についてはそれが短期的にも長期的にも安定し

ている’ことを見出して以来，このβはオークン係数とよ

ばれている．

　9）　β（［3D］式）の導出は次の通り．

　　①［3B］，［3C］式より，0Lσ＊＝か一L．

　　②生産関数［2A］式および「＊の定義から，
y＊一r＝F（Z＊，π）一F（五，K）。この右辺の各項を1酢の

近傍で1次近似して，y寧一y』凡O（L＊一ゐ），

　　③これに①の関係を代入すれば，「＊一「＝乾
（ひ一σ＊）がえられる．つまり，［3D］式のβは限界労

働生産性である，
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　日本に関するオークン係数は，黒坂・浜田（1982），浜

田・黒坂（1984）によって推定され，国際比較でかなり高

い値がえられている．従って，日本のyベース・フィリ

ップス曲線の傾斜δ＝α1βが他国比高いか否かは，αに比

べてのβの相対的高さ如何ということになる．既にこの

点での実証研究も行われている（黒坂・後藤（1987），中

村（1987））ので，3．1でそれらを吟味し，日本経済の自律

的均衡回復力を評価することとしたい．

　（2）　実質賃金の硬直性

　前項の問題が産出高変動から失業率変動への数量調整

であったのに対し，本項は，実質賃金が「完全雇用（摩

擦的自然失業を除く）が保証される均衡実質賃金（以下，

（躍／P）＊で示す）」から乖離したとき，その後（曜／P）＊へ

向けて調整されてゆく価格調整過程を問題とする．

　労働組合の攻撃的姿勢などから実質賃金がオートノマ

スに上昇した場合，あるいは，石油価格上昇で（割高な

石油原材料消費が抑えられ）限界労働生産性MPLが低下

した揚合を考えよう．どちらの物合も，実質賃金（例P）

がMPLを上回る（例P＞乾（乙））こととなる10）．

　この実質賃金が（躍／P）＊へ向けて下方に調整されてゆ

くプロセスは次の通りである（単純化のため，技術進歩や

資本蓄積により」㌦Oが上方シフトして（吻P）＊が上昇

することを捨象．物価上昇率も一定と仮定）。すなわち，

①企業が雇用調整により乾（五）＝吻Pを図るため，失

業が増大，②失業率増大の結果賃金上昇率が低下し（σ

ベース・フィリップス曲線），実質賃金は低下，③企業

はこの実質賃金低下をみて雇用を次第に回復，④実質賃

金が（卿P）＊まで低下した段階で失業が解消，というプ

ロセスである．

　問題は，この調整が完了するまでの過渡期（①～③）に，

とりわけ調整が円滑に進展しない揚合に，発生する．す

なわち，

　第1に，①～③全ての殺階で実質賃金が（吻P）幸を上

回っているため，完全雇用均衡時を基準にすると，賃金

は資本サービス価楕（投資財価格に依存）に比べ割高であ

り，固定投資の内容が労働節約的な偏りをもつ．つまり

資源のミスアロケージョンが生じる．

　第2に，①が進行中という最初の段階では，MPLを

10）　ここでは，表1のモデル同様，財市場での完全

競争を仮定しておく．しかし，個別企業が夫々の個別

需要曲線（価格弾力性η）に直面している寡占的状況を

考えても，［2B］式を限界収入と限界費用との均衡か
ら導出されるP（「）・（1－1／η）二二乾（五）に変更すれ

ば，以下とパラレルな議論ができる．



66 経　　済　　研　　究

上回る実質賃金の支払によって，企業利潤が圧迫され，

固定投資が抑圧される．

　第3に，①が完了した段階では，企業はその時の実質

賃金とMPLが均等するところで雇用と生産の水準を決

定しているため，産出物需要の増大があっても，実質賃

金が低下しない限り雇用と産出物供給を増やさない．

「＝min（rP，　rs＝F（万1ガ1σηP）））というかたちで産出高

水準が決定され，実質賃金に硬直性があると，産出高が

供給制約によって縛られることとなる．

　この（例P）〉（例P）＊で実質賃金に硬直性がある場合

に生じている失業は，古典派的失業である．そこでは金

融財政政策は有効性を喪失する．総需要FOに影響を与

えても，物価上昇と賃金上昇とが同時，同率で起こり，

総供給Yεを実質賃金の低下を通じて増加させることは

できない，インフレーションを激化させるにとどまる．

　これら一連の問題は，石油価格上昇後のスタグフレー

ション発生のメカニズムおよびそれへの政策対応如何と

いうかたちで，Bruno＝Sachs（1981，1985），　Sachs（197g，

1983）等によってとりあげられた11）。

　そこでは，とくに欧州諸国が米国と対比される．米国

では，名目賃金が物価に遅れて調整され（長期に渉る賃

金契約の存在），物価上昇率が高まると実質賃金が低下

する傾向があるのに対し，欧州諸国では，名目賃金と物

価との間には事実上のインデクセーションがあって実質

賃金が硬直的である，この結果，石油価格上昇後の欧州

諸国では，失業率の増大とその高どまりとが顕著であり．，

また，生産・雇用が割高な実質賃金に制約され労働市場

で超過供給財開門で超過需要という古典派的失業の状

況が暫らく続くという現象が生じた，とされる12）・13）．

11）ほf同じような視点からの研究としては，
Branson冨Rotemberg（1980），Gordon（1982，1987）等．

12）　もっとも，80年代央の欧州については，Sacbs

（1983）は，労働需要が総需要に感応的なセクターが増

大してきた（この結果，古典派的失業の業種とケイン

ズ派的失業の業種が並存）とみる．欧州ではこのよう

な見方での計量経済モデル分析も行われている（たと
えば，Drさze（1987））．

13）欧州諸国の失業率が現在も未だ高く低落の兆し
がない（Eurosclerosis（sclerosis茜硬化症））ということ

は実質賃金の硬直性のみでは説明できない，労働甘甘

のワーキングについての新しい仮説が必要だ，との見

方も多い．例Pが一定でも，技術進歩等によるMPL
上昇につれて雇用は増加する筈だからである．いくつ

かの新しい仮説が提示されているが，いずれも「均衡

失業率が失業率実績に依存する」という性質をもって

おり，hysteresis（磁気履歴）仮説と総称されている．

　この仮説の例をあげよう．（i）賃金交渉での労働者

Vo1．39　No．1

　（3）Bruno＝Sachsは，各国の実質賃金硬直性をみるた

めの1っの指標として，次の「賃金ギャップ（wage　gap）」

変数を推計，利用した14），

　　　　　　　　　　　　　研¢／P”，‘
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［5］　　賃金ギャップ（冊の＝
　　　　　　　　　　　乾（五！，ε；1ζ‘）

分子は，時間当り実質賃金（たビし物価は，CPIではな

く，中間投入分を除く生産者物価＝付加価値デフレータ

ー），分母は，その期の資本設備瓦のもとで，労働資源

（人数×時間）が充分稼動したとした揚合のMPLである

（Lノ，‘は，この完全雇用（摩擦捻転自然失業分は除く）に．

見合う労働投入量）．

　この㎜変数は・Bruno，　Sachs以外の研究者，国際機

関によっても推計され広く使われているものであり，本

稿でも2．3で，日本の実質賃金硬直性との関連でこれら

の推計結果を利用する．

2．　日本の労働市場の特徴とマク回経済の

　　　　　　自律的均衡回復力

　以上，マクロ経済の自律的均衡回復力は，産出高・労

働需要の変動が失業率変動に反映するまでの数量的な調

整過程，割高な実質賃金が均衡水準へ到達するまでの価

格調整過程等，労働雪叩のワーキングに依存しているこ

とをみた．以下，2．1で総務庁統計局r労働力調査』を使

って日本の雇用調整の具体的形態を概観2．2で労働市

揚に関して行われた実証分析結果を検討，これにより，

日本における労働市営の特徴的な作動形態をみたうえで，

2，3で日本経済の自律的均衡回復力を考えることとした

い，

側の要求は「その企業に現に雇用されている者（イン

サイダー）の雇用を確保し，かつ，企業が支払可能な

最：大額を」というものであり，この結果レ＝P8・1㌦

（五＿1）により賃金水準が決まる．そこでは，MPL上昇

が全てインサイダーの実質賃金増に吸収され，雇用増

には均霧しない．また，失業が増えても，それはアウ

トサイダーの動きであって研決定には影響しない
（Blanchard＝Summers（1987））．

　（ii）長期間失業を続けると，労働者の職探し密度は

低下し，また，労働技能も低下し炉ちである（抄くと

も企業は失業期間を労働者の質のシグナルとして使用

する）．一度失業期間が比較的長い失業者が発生すると，

その後の企業の欠員補充は短期間失業者を優先して行

われ，長期失業者の失業期間は益々．長くなるので，失

業プール内労働者の平均的な質と職探し密度とは低下

してゆく（均衡失業率が上昇）．（Budd旨しevine昌Sn⊥ith

（1987a，1987　b））。

14）　以下の変数記号は，表1のものとは多少異って

いる（人数×時間をしとするなど）．

ψ

o
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図3　失業率変動の要因分解：1968－86

　　　　　　　　　　　　　　　黙鋸一一量昌昌間一
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資料：総務庁統計局『労働力調査年報』（各年），
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表2　失業率・雇用率とその変動諸要因に関する統計的関係＝1968－86

Vol．39　No．1

労働投入量：

@（LE）
@変化率

1人当り
J働時間
@（H）
ﾏ化率

就業者数
@（L）

ﾏ化率

労働力人口
@（L8）
@変化率

労働力率
@（丑）

ﾏ化率

15歳以上
@人口
iPOP）
ﾏ化率

雇用率
iL1ゐ3）

ﾏ化率
i一）失業率

ﾏ化幅
　o　　　　　　　　　　　　■　　　　　　■

i五H）＝E＋五
@　（1）

左
（
2
）

●　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　・

ﾜ＝（五H）一∬
@　（3）

●　　　　　　　　・　　　　　　　　　　●

?＝R十PO．P
@　（4）

盆
（
5
）

PδP
i6）

・　　　　　　　〇

ﾜ一Lε
i7）

平均（％）

標準偏差（％）

（LH）との相関係数

（L∬）に関する弾力
性注）

計
子
子

女男
男
女

．637

，784

．374

一．242

一．116

一．510

．879

．900

．884

．953

．979

．958

一．253　　　　　1．250

一．253　　　　1．232

一。268　　　　　1．226

一．074

一．079

一．074

男女計

男　子

女　子

1．103

．930

1．769

．757

．946

．673

．616

．468

1．478

．537

．432

1．463

．557

．387

1。500

．143

．146

，166

．169

．207

．163

男女計

男　子

女　子

．844

．876

。588

．753

，216

．930

．755

．075・

．921

．801

．222

．912

．351

．331

．161

男女計

男　子

女　子’

．580

．891

．224

．420

．109

．776

．367

．035

．762

．404

，092

．773

．054

．074

．015

総労働投入量（（ムH）．＝（五H）祝十（LH）ノ）変化率と男女別労働投入量（男子（ムH）処，女子（乙E）∫）変化率との関係

男子　　　（ゐE）肌

女子　　（ゐE）∫

（ゐ」の．との相関係数

（LE）．との相関係数

．944

．929

（L王f）．に関する弾力性

⑦H）．に関する弾力性

．796

1．489

（注）被説明変数（（2）酎（7）欄の変数）変化率（X）と（LE）との回帰式，■＝α十ゐ（L∬）のパラメタゐ，

　2・1　雇用調整プロセス

　　　　一r労働力調査』によ．る失業率変動嬰因外解

　図3は，失業率の変動（前年比変化幅％ポイント）を定

義的関係を使って要因別に分解したものである。その定

義的関係（記号は，図3欄外記載の通り）とは，

　　失業率（01が）変化幅（％ポイント）

　　　≒一雇用率（Lμε）変化率（％）　　　　　　　［6］

という近似的関係15）と，

辮就業副・一、謡講綿）］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［7］

醐当人・［じ重器。。司

との2っであり，これを使うと，図3欄外に記したよう

なかたちで失業率（あるいは雇用率）の変動幅（％ポイン

ト）を［7］式のなかの諸要因変数の変化率（％）の和とし

て表すことができる．また，表2は，これら諸要因変数

（年）変化率について，平均，標準偏差および労働投入量

（五E）変化率との相関係数・弾力性を示したものである．

　1）図3と表2から，対象期間である1968－86年の平

・5）ここで・・妾一㈲。県警で・…

が国戦後のゐ1がは。．97以上だから，近似とはいえ精

度は高い．

資料1図3データ．

均的な動きとして，次の2点が指摘できる．

　第1に，失業率の変動が極めて小幅であるのに対して，

むしろその要因が大幅に変動していることである．

　生産関数という技術的関係があるため，産出高変動の

影響はまず労働投入量ゐHに現れる・従ってLHは比較

的大幅な変動を示している．しかしその動きは，労働

時間Hや蛍働力率丑の変動で相殺されてしまい，失業率

の変動にはごく僅かしか反映されていない．

　第2に，労働投入量，相殺要因，失業率，そのいずれ

の変動についても，男女間に大きな差違があることであ

る．（就業人口中の男女比率は6：4のため，男女計の動

きは両者の動きのほf平均になる．）

　以上2点を敷算しよう．

　（i）LHの振幅（変化率の標準偏差，以下同様）は，実

質GNPの振幅（1968－86年：3．38％）に比べれば小さい

とはいえ，男女計で1，10％と比較的大幅である．

　とくに女子が大きい（男子：・93％，女子：L17％）．ゐH

が男女合計で1％変動したとき，男子，女子夫々のムH

が何％変動するか（弾力性）をみると，女子は1．49％で男

子の0．80％を大きく上回っており，雇用調整過程で女子

労働力の果す役割が大きいことが示されている．

　（ii）ゐHの変動のうち，失業率変動に反映される部分

は大きくない（五Eの振幅を100として，失業率の振幅

”

■
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は，男子で22．0，女子

で9．2）．

　五丑変動と失業率変

・動との相関係数をみる

と，男子（および男女

計）は10％有意である

が，女子は10％でも

有意でなく，女子失業

率の動きは労働需要の

動きを殆ど反映してい

ない．

　（iii）五H変動の主要

相殺要因を男女別にみ

ると，男子では1人当

り労働時間乙女子で

は1人当り労働時間H

と労働力率Eであり，

経済のマクロ的パフォーマンスと労働市揚

　　表3　石油危機後の雇用調整

　　　　　　対象期間

第1次石油危機後…1973（平均）→75（平均）

第2次石油危機後…1979（平均）→81（平均）

69

参考：景気循環基準日付
　　　　（山）　　（谷）

　　　1973／11→1975／3

　　　1980／2　→1983／2
「

第1次石油危機後 第2次石油危機後

男爵男子1女子 男女計1男子1女 子
失業率（％）増加幅　　1（・）1（・）一（・） 「・・1・・巨・ 1・・1・・1 0．1

1鰹数…増加率・％・小・一ω 1　－0．7　　　1．1　　－3．5 1・・1・・1 2．1

要
因
別
寄
与
度

労鰍縄ﾈ恐（％）（・）

労働時間（H）
　　　　　　　　　（4）　　　　増加率（％）

労励人・（・・）増力・率（％）1（・）

15才以上X高点）（・）

労働率（E）
揄ﾁ率（％）（・）

1（・）一（・）

一4．1　　　－3．0　　　－6．6

一3．4　　　－4．1　　　－3．1

一〇．1 1．8　　－2．9

265　　　　　2．7　　　　　2．3

一2．6　　　　－1．0　　　　－5．4

1。6

一〇2

19

2．1

一〇ゑ

1．8

0．2

1．8

2．2

一〇．4

0．9

一1，2

2，2

2．1

0．2

資料＝図3データ。

いずれも五Hとの間で0．1％有意の正の相関をもってい

る．

　弾力性計算値を使って，五Hが1％減少したときの失

業率（％ポイント）への量的波及関係をみると，次の通り

で，相殺要因として男子で四女子でRの役割がとくに

大きい．

　　五H　　H　　E　　失業率
　　　　％　　％　　％　％ポイント
男子一1．00一．89一．09　　十．07

女子一1．00一．22一．77　　十．02

就業者数　労働力人口

　　％　　　　　％
一．11　　　　　一．04

一．78　　　　　　　一。76

　2）つぎに，石油危機後に絞って雇用調整過程をみて

みよう．表3である．

　第1次石油危機後の74，75年には，通期でみた通りの

典型的プロセスが進行した．すなわち，この2年間で

LHは大幅に減ったが（男子一3・0％，女子一6．6％，男女

計一4．1％。女子低落率が男子の倍），男子ではHが，女

子では丑とRがこれを相殺し，失業率は，男子でα7％

ポイント，女子で0・5％ポイントの上昇にとどまった（75

年失業率，男子2。0，女子1，7，男女計1．9各％）16）．

　これに対して，第2次石油危機後，80，81年の雇用調

整は，通期の平均的な動きや第1次石油危機後の動きと

はかなり異っている．

　①労働投入量五丑は，この間の実質GNP成長率の鈍

化を映じ増勢こそ鈍化はしたものの，男女とも増加して

16）　第1次石油危機後の調整過程で，丑とくに女子

のR低下が失業率上昇を阻む緩衝装置であったこと
を，小野（1981）が早い段階で指摘している．

いる．②しかし失業率は，男女夫々α1％と小幅ではあ

るが，増加している　　これはみ丑増加率の水準が男女

とも15歳以上人口POP増加率の水準を下回り，全般に

労働需給が軟化したため．③LH増加率とPOP増加率

とのギャップは，男，女，夫々，0．4，1．2％ポイントであ

るが，失業率増加を小幅にとどめた主要相殺要因は男子

で労働力率Eの低下（一〇．4％），女子で1人当り労働時

間Hの低下（一1．2％）である．

　3）以上の『労働力調査』を使った雇用調整形態の簡

単な概観は，マクロ経済分析に対し次の点を示唆してい

る．

　まず，①1968－86年の平均的な関係としてとらえたオ

ークン係数は，Okun（1962，73）自身が米国について推計

した3～4の値とは比較にならない程大きそうである17）．

　また，②雇用調整形態が男女で大きく異っている．も

とよりそこでの男女の差は性別の違いでなく，家計と企

業の両サイドからみた，primary　labor　force（家計：世帯

主等．企業：暗黙的長期契約下の労働者等）とsecondary

Iabor　force（家計：家計補助的労働力等．企業：臨時雇用

者等）との差が現れているのだろう・雇用調整過程の解

明には2っの労働力を区分してみることが不可欠のよう

17）　オークン係数は，∠研」lnyの逆数で（ただし，

自然失業率，潜在GNPの変化を捨象），（∠切∠1n
（五11））　1・（∠1n（エ｝17）／∠lny）一1．表2から4こη41n（五11）

は。．54，その逆数は18．5．41n（乙E）／∠正nyは1をか

なり下回ろうから，オークン係数は相当大きな数字と
なる．
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に思われる．

　③1次，2次石油危機後の対比にみられるように，雇

用調整形態は（恐らくオークン係数も含めて）時期によっ

て相当異っていそうである．

　（付）　「失業率」について

　労働投入拠ないし就業者数が大幅に変動しても，失業

率はごく僅かしか動かない，ということから生じる当然

の疑問は，失業率計数が果して労働市揚の需給を的確に

示しているか否か，という点である18）．この点について

簡単に触れておこう．’

　まず指摘できるのは，これまでのところ失業率が，①

欠員率（（有効求人数一就職件数）／（雇用者数＋有効求人数

一就職件数），後出図5）や企業の雇用人員に関する過不

足判断（日本銀行『企業短期経済観測』）等の労働需要サ

イドからみた需給指標，および②公共職業安定所経由

（男女とも求職者中の35％）の労働需給を示す有効求人

倍率（有効求口数／有効求職者数）などと，ほぼ共変して

いた，という事実である　失業率と①との関係につい

ては，労働力率の変化という供給面の事情も若干考慮す

る必要があるが．さらに，表2をみても，労働投入量

ゐH変化率と失業率の変化との間には，男女計と男子に

関して，夫々，0．35と0．31という低いが，しかし10％有

意の相関係数が検出されている．

　これらの事実は次のように解釈できる．労働投入：量

LHの変化にみられる労働需要の変動は，当然，　primary

Iabor　forceに関する需要変動を伴っている。一方，雇用

調整の過程で離職したsecondary　labor　forceの相当部

分は，失業プールに入らず非労働力化してゆく19），従っ

て，seco且dary　labor　forceの非労働力化が大きいが故に，

却って，失業率の動向は，（企業の雇用人員判断の対象

となっているような）primary　labor　forceの需給を反映

することになる，と老えることができる20）．

18）．これに加えて失業者の統計としての信頼度，失

業者の定義についての疑問も出ようが，まず問題はな

さそうである（Eguchi（1987））．

19）　女子就業者を，④「主に仕事をする者」と⑧「家

事・通学のかたわらに仕事をする者」とに分けると，
⑧は全体の36・2％（1986年．なお男子では1．8％）．一

方，失業者では⑬は32・6％．これからも失業者中の
secondary　labor　forceの上ヒ重が低いことが窺われ，る．

　また，前節でみた通り第1次石油危機後74，75年に

は女子離職者の非労働力化が顕著だったが，同期間中

の女子就業者減少のうち，64．8％が⑬であった．

20）従って，問題はむしろ今後にある．かりに女子

労働力率が高まり，失業プールの中でのsecondary

2・2　労働市場の作動形態
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　　　　　　　　一実証分析結果との関連で

　日本の労働市場における数量的調整と価格調整に関す

る特徴的な作動形態を，この領域に関する実証分析結果

との関連で考えよう21）・

　（1）労働供給

　雇用調整過程との関連で日本の労働供給に特徴的な統

計的事実は次の2つである．

　第1は，労働力率についてである．

　雇用調整の過程での労働力率，とくに女子の労働力率

の変動は，国際的にみて著しく大きい（小野（1981，1985））・

それは概ねプロシクリカル（景気後退期に低下）であるが，

例外もある（図4）．

　なお，女子労働力率は，第1次石油危機後の調整完了

後1975年を底に上昇を辿っている，

　第2に，労働移動が，失業プール（σ）をバイパスして，

就業者（五）と非労働力（N五）との間で行われる傾向が強

いことである．表4から，①その月にしの地位を離れた

％
お
額

　
偶

（女子）

　55

図4　労働力率の推移一1955－86

45
　1955

資料＝総務庁統計局『労働力調査年報』．

（男女計）

％

70

65

60

1abor　forceの比重が増大するとするならば，失業率の

性格も変ってくるからである（後述2．2（1）参照）．

21）　労働市場の実証分析は極めて豊富である．以下

は，私が偶々目を通すことができた実証研究から私な

りの問題整理を試みた，という性格のものに過ぎな
い．
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表4労働力地位間移動の遷移確率＝1975年月平均

　　　　　　　　　　　　　　　L＝就業，ひ＝失業，2＞五：非労働力

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

本

71

TO： σ
隔

日

男 子

FROM：

・1・lN・

99．0

　．3

　．7

16．2

77．1

6．7

2．9

　，7

96．4

女 子

FROM＝

・1・IN・
95．9

　．3

3．8

12．8

64．0

23．2

2．7

　，3

97．0

計

FROM：

・1・1賜

0
〆
3
R
》

7
　
1

9 15。1

72。5

12．4

2．8

　．4

96．8

米 国

FROM＝

・1dN・
94．6

1．9

3。3

23．4

56．3

20．3

4。5

2．7

92．8

計1・…1・…1・…1・…11…1・…1・…1・…1・…1・。・・1・・・・・…

出所：水野（1982）．

者のうち，月末にσのプールに留まっていた者の比率と

②N五の地位を離れた者のうちσプールに入った者の比

率を計算すると，

σ→

㌍敷察
劫研《皿

①
　
②

日本　（男子）（女子）　米国

1463P6　　　　 （30．0）　　　（　7，3）　　　　　36．5

12．5％　　　　（19．4）　　（10．0） 37．5

で，全体として米国より顕著に低く，また，男女別では

女子の低さが目立っている．

　1）　この2つの統計的事実は，梅村（1971）が「縁辺労

』働力」とよんだ家計補助的労働力供給に関する分析が重

要であることを示している．この種労働力の供給要因と

して，通常，①稼得可能賃金（余暇の機会費用），②世帯

主所得（家計補助的な「付加的労働効果」の要因），③雇

用機会（それが乏しくなると職探しを断念し，非労働力

化する「求職意欲喪失効果⊥の要因）を考慮してその実

証分析が展開されている．マイクロデータも利用しっっ，

非世帯主主婦の労働力率に焦点をあてた実証分析が行わ

れ（たとえば，島田他（1981），樋口他（1987）），上記①，②

要因に関する労働供給の弾力性については国際比較も行

われている．また，③の要因については，時系列データ

を分析する際に有効求人倍率を雇用機会のproxyとして

使うのが通例のようである（島田他（1981），小野（1981）），

　2）雇用調整過程との関連で，上記の統計的事実や実

証分析を考えてみよう・

　労働力率が通常プロシクリカルに大きく変動するとい

うことは，オークン係数が一：般に高いということである．

しかし例外もあるのだから，オークン係数は当然不安定

な筈である．

　従来の実証分析では，secondary　labor　force労働力率

の循環的変動を，プロシクリカルな①（稼得可能賃金）と

③（雇用機会）の要因とカゥ

ンターシクリカルな②（世

帯主所得）の要因との組合

せで説明してきた．しかし，

第2次石油危機後80年初

から83年にかけて，有効

求人倍率が低下したにも拘

らず女子労働力率が上昇を

続けたことを，②の要因つ

まり世帯主所得の低迷だけ

で説明できるのだろうか．

　就業・非就業選択モデル

は，3要因以外のどちらかといえば趨勢的要因によって

も労働力化が高まることを教えている．経済のサービス

化のもとで生じる短時間勤務雇用機会の増大や就職情報

誌の普及による職探し費用の低下などである．

　この種趨勢的要因が75年以降の女子労働力率の上昇

で支配的であったか否か，また，いずれその影響がでる

にしても量的にどの程度であるか，等は実証の問題であ

る．しかし，もしこれら趨勢的要因の量的影響が大きい

とすると，今後，「仕事をもたず，求職活動を行っている

者」としての失業者が増え，また，失業プーノレの中での

secondary　labor　forceの上ヒ重も増大してゆくこととな

る22）．そして，その結果として，雇用調整の作動形態が

％
ゆ　
4

　
a
o

雇
用
失
業
率

2．0

図5　失業率と欠員率

＼蹴
　　　　　82．1　78．1

恥
＼
㎝

7 歎

／　、。1

／
／
／
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／．

70．1

79．II～87．1

　75．1～79．1

73．工

63．II～74．　N

　　　1．0　　　　　　，2，0　　　　　　　3．0　　　　　　　4．0　　　　　　　5．0　％

　　　　　　　　　　欠員率
出所：島田（1986）．

（注）　雇用失業率＝（完全失業者数）ノ（完全失業者数＋雇用者数）

　　欠員率＝（有効求人数一就職件数）！

　　　　　　　　　　　　（雇用者数十有効求人数一就職件数）

　22）　将来，失業プールの性格が変る今1つの可能性

　として，失業期間の長期化の問題もある．
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変り，かっ，（失業プールの性格変化から）マクロ的な賃

金決定関数であるフィリップス曲線の位置や形状が変化

してゆく可能性も生じるのである・

　（2）労働需要

　労働需要関数は，全てのマクロモデルに組込まれてい

るし，その実証分析が豊富である．同一の関数形で諸外

国についても推定し国際比較を行ったものでも，篠塚・

石原（1977），小野（1981，1985），水野（1986）がある．さら

に，村松（1985）は，米国での研究結果と対比しつつ，日

本の労働需要関数のサーベイを行っている．

　1）　これらの数多い労働需要関数の推定結果は，関数

形，推定期間，使用データ等の相違からかなり区々では

あるが，およそ次の2つの特徴を指摘できそうである，

　第1は，労働需要関数を望ましい雇用（ないし人数×

時間）水準へ向けての部分調整として定式化した場合

日本の調整速度を他先進国と比較すると，雇用人数では

小さく23），労働総時間（2・1でのしH）では他国並である

ことである．

　第2は，労働需要の実質賃金に関する（長期）弾力性に

ついてである．一般に推定式では産出高変数の影響が強

くでて，実質賃金の有意性が低い．また，国際比較を試

みた研究で，日本に関する弾力性推定値は米国のものに

比べて小さい（たとえば，小野（1985），篠塚・石原（1977），

水野（1986）。また，島田他（1981），村松（1985）のサーベ

イ参照）．

　2）　このうち第1の点は，2・1で1968－86年の平均的

関係として検出したものに符合するもので，オークン係

数の一般的な高さを含意するものである．

　なお，男女別（あるいは常用・臨時別）の調整速度につ

いては，村松（1981）が女子雇用比率の高い業種程雇用の

調整速度が早いという結果を示しているが，労働需要関

数自体を男女別（あるいは常用・．臨時別）に推定したもの

はみあたらなかった．2．1でみたように，企業による雇

　わが国では，失業率が低いにも拘らず，一度失業プ

ールに入るとそこでの滞留期間が長い．表4から失業
者の平均滞留期間を計算してみると（（ひ→（ム十1VL））％

の逆数による），

　　　　　日本　　（男子）　（女子）　米国

　　　　　3．6月　　　4．4　　　2．7　　　2．3

で米国より長い（とくに男子が長い）．今後高齢化が進

む過程で，注13）（ii）で示したような事態が起きる可能

性も皆無ではあるまい．

　なお，日本のひ7曲線は，図5にみる通り，僅かつ
つではあるが東北方ヘシフトする傾向にある．．

23）　ただし，篠塚・石原（1977）では，米国がとび抜

けて大きく，日英独がほぼ同水準．
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用人員，労働時間の調整は男女間で大きく異っている．

企業が雇用調整を進めてゆく場合，primary　labor　force

とsecondary　Iabor　force間に存在する入職・離職に伴う

調整費用の差や生産過程における両者間の代替可能性の

程度などが重要であろう．これらを考慮しっっ需要関数

を別々に定式化し，供給国での別々の取扱いとあわせて，

2つの（しかし相互に関連した）労働新津を考えることは，

雇用調整過程と実質賃金調整過程とを検討するために必

要かと思われる．

　第2の雇用の実質賃金弾力性推定値が低いという点を

どう理解すべきだろうか24）．弾力性推定値が他国よりか

なり低いということは，日本では，終身雇用制，年功序

列賃金といった「日本的労働慣行」が存在するために，

．労働需要（人数，時間）が実質賃金に非弾力的であるとい

うことだろうか．もしそうならば，労働力をprimaryと．

secondaryとに分割したうえでの推定結果への興味が改

めて生じるとともに，prilnary　labor　forceの実質賃金が

硬直的であるという価格調整過程への重要な含意が生ま

れることとなる．

　（3）賃金決定

　1）賃金決定関数としてフィリップス曲線を推定した

ものは，労働需要関数以上に多い．サーベイとしても，

豊田（1979a．1979b），島田他（1981）がある．労働市場の

調整との関連で，ほぐ全ての推定結果に共通する次の2

点が興味深い25）．

　第1に，国際比較をした場合，その傾斜が高いことで

ある（たとえば，小野（1985），水野（1986）．また，表6に

掲載の黒坂・後藤（1987））．

　第2に，説明変数として，期待インフレ率のprOxy変

数と失業率の他に，通常，利潤率，投入・産出物価比率，

さらに場合によっては交易条件（新開（1981））等が導入さ

れ，その有意な影響が検出されていることである．

　一方，賃金決定関数を，明示的に賃金交渉関数として

24）村松（1985）は，①米国に関しても，労働需要関

数からの実質賃金弾力性推定値は，一般に，生産関数

推定結果や労働分配率から予想され，る値よりも小さい

二と，②それにしても日本についての弾力性推定値は

小さいことを指摘している．

25）　この他に期待インフレ率のproxy変数の係数推

定値の問題もある・ひと頃，70世代を推定期間に加え

て推定すると1．0という仮説は棄却できない，という

報告例が多かったが，最近はそうでもなさそうである

（たとえば豊田（1987））．しかし，これには期待インフレ

率のproxyとして使った変数の妥当性も絡んでおり，．

「理論的には」期待インフレ率の真のパラメタは1．0と

考えるべきであろう．

▼
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定式化推定する例も多い。春斗等

で決定された大企業賃金が他部門

ヘスピルオーバーする（佐野（1970））

という賃金波及メカニズムの一環

として，賃金交渉関数を定式化す

るものであり，最近の研究どして

は，島田・早見（1985）の賃金交渉

モデル，水野（1985）の企業規模別

賃金関数がある．

　2）　日本のフィリップス曲線の

傾斜が高いことの意味については，

既に述べたので繰り返さない．フ

ィリップス曲線の計測で企業側の

諸変数の影響が有意に検出される

という点を問題にしよう．

　まず，形式的に言って，表1［3
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表5　オークン係数βの推計値

　　　　　　　　　　　　推計値上の（）内は計測期間

黒坂・浜田（1982）
（1953－82@10．0索）i（1響；票5）（1響4）（19を1耳§2）

Hamada・Kurosaka
　　　　　　（1984）

（1953－82@28．2＊）i（1智ヨ棄5）（1響4）（1寵；§2）i（191ジの

　28。O　　i　　　　　　　　　　　　　　　　　　i　2．4

（1965－85）

　2．7＊

西ドイツ
（1960－83）

　3．6＊

黒坂・後藤
（・98・）（1 ｿ；§5）

）
ス
8
3

ン
ト
が

ラ
6
5

　
9

フ
ー（

経済企画庁　　（1983）
（19651▽一731V）　　　（19741－8211）

　43．4＊　　　　　　　　　　16．2＊
1

Okun　　　（1962）

@　　　　　　　　　（1973）

3．2

R．7

イタリー
（1960－83）

　6．0＊

英　　国
（1960－83）

　2．2＊

注11）オークン係数（β）は次式のみの逆数．』

　　　　σ一σ＊＝δ（r宰一r）1r

　　　σ，び＊：実績および自然失業率rr，y＊：実績および潜在GNP．
　2）表中，＊印を付したものは1n（1一ひ）冨α十ゐ1n7一θ亡による推計・

Aコ式の賃金決定関数の右辺に企業側諸変数が入るとい

うことであると，期待実質賃金上昇率がゼロになる失業

率（教科書で自然失業率とよばれるもの）が企業側諸変数

にも依存する，ということになってしまう．

　むしろ，計測されたフィリップス曲線は，高度に集計

化された段階ではあるが，賃金交渉を反映している，と

みるべきであろう．企業，労働者の選好関数が外部労働

市揚の需給状況によってシジトすると想定すれば，失業

率を説明変数の1つとする賃金交渉関数を容易に導出で

きるからである．しかしながら，フィリップス曲線の性

格がこのようなものだとすると，労働市場の価格調整過

程との関連で次の2つの問題が生じる．

　1つは，フィリップス曲線の傾斜の高さは労働市揚の

効率性（超過需給に反応して価格が敏速にビッド・ダウ

ン，ビッド・アップされる）を意味していない，という

ことである．その傾斜は，企業や労働者の選好の変化と

ともに十分変りうるのである・

　今1つは，外部労働市場で需給が均衡しても，実質賃

金は変動してゆくということである．従って，フィリッ

プス曲線の傾斜が高いからといって，実質賃金がその均

衡水準（完全雇用下の限界労働生産性）から乖離した二合

に速やかに不均衡が解消するということではないのであ

る26）．

　3）なお，この他，フィリップス曲線には，前述のよ

うに，今後かりに失業者プールの性格が変化するとすれ

26）　また，企業と労働者の対応如何では，注13）（i）に

記したような事態が生じる可能性もゼロではない．

ば，その安定性が崩れる，という問題もある．前述した

ようにprimary　labor　forceとsecondary　labor　forceに

分けて賃金決定を考えてゆくことが望ましいのであろう．

　2．3　日本経済の自律的均衡回復力

　2．1，2．2で日本の労働市場の作動形態をみた．雇用

調整過程で，産出高変動の失業率変動への効果は小さく，

かつ，ボラタイルであった．このことからみて，かりに

びベース・フィリップス曲線の勾配が高く安定的だとし

ても，総供給曲線はその勾配がかなり割引かれ，かつ，

不安定なものとなる可能性が強い．また，日本では実質

賃金が伸縮的だといわれているが，企業の雇用調整態度

（労働需要関数）やインサイダーとの交渉による賃金決定

などからみて，サプライショック等で実質賃金について

不均衡が生じた揚合に不均衡の解消速度が一概に早いと

はいいきれない可能性もなしとしない．以下，マクロ経

済分析段階での総供給曲線の勾配と実質賃金の調整とに

関する実証分析を検討し，労働市揚との関連で日本経済

の自律的均衡回復力を老えてみることにする．

　（1）　総供給曲線の勾配

　1）表5は，日本に関するオークン係数βの推計結果

をまとめたものである．計測期間の相違や使用データの

違いによって大きく振れ甚だ不安定であるが，日本のオ

ークン係数が（殆どの推計値は2桁），諸外国に比べて著

しく高いことはまず確実のようである．また，高度成長

期がとくに高く，70年代後半から80年代初頭を計測期

間とした揚合には多少低い値がでる傾向がある。

　2）　オークン係数βの推計値が国際的にも高く，かっ，

不安定であろうことは，2。1，2．2の雇用調整過程の検討、
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表6　総供給曲線の勾配δ（弾力性ベース）の推計値＝黒坂・後藤（1987）

日　　本 米　　国 記ドイツ 英　　国

総供給曲線勾配（αノβ） 0．21 0．23 0，30 0．91

フィリップス曲線勾配（α）

オークン係数の逆数（11β）

7．64

0．03

0．61

0．37

1．09

0．28

1．98

0．46

（注）αの推計＝フィリップス曲線を躍＝ro十γ1（1！び）十72π一1により推定し（推定時間は1960－85，

　ただし，フランスは197←84），α（＝一∂剛∂σ）＝γ11σ2で推計．σは推定期聞のσの平均．

　　βの推計＝．上掲表5．推定期間は1965－85，総供給曲線の勾配1δ）＝戸＝砂と仮定して，δ＝α1β．

からも予想されたところであるが，σベース・フィリッ

プス曲線の勾配αの国際的な高さと比べてどうだろうか，

　黒坂・後藤（1987）は，日本を含む5か国についてα，β

の双方を推計して，δ＝α／βにより総供給曲線の勾配を算

出し，表6に示したその結果から，日本のβはαが高い

以上に高く，総供給曲線ρ）匂配δは5か国のなかで最も

低いとの結論を出していられる．

　日本のδが「5か国のなかで最も低い」という黒坂・

後藤の結論は少し強過ぎるように思われる．何といって

も，前述のように日本のβ推計値は不安定であり，様々

な推計値の中で，黒坂・後藤が使ったもの（36．9）はかな

り高い値の部類に属しているからである．ここで言える

ことは，βの高さを無視してαの高さだけからδの値を

推論するのは誤りであること，また20年間の平均的な

関係をみる限り，日本のδ，従って，総需要ショックに

対する自律的均衡回復力は他国より．「高いとはいえな

い」ということにとどまるのではなかろうか．

　また，たとえば，表5のHamada富Kurosakaの期聞を

区切って推計したオークン係数推計値などを根拠に，δ

の不安定性も強調すべきだろう．かりに，黒坂・後藤

が推計期間1965－85のもの（36．9）の代りにHamada＝

Kurosakaの70年代後半から80年代初頭にかけてのも

の（1974－82，13．2）をβとして利用したならば，日本のδ

は英国を除く他国よりも大きなものとなる27）．

　第2次石油危機後の雇用調整が（第1次のそれとは異

り）βを押し下げるかたちで行え∫れたことは，2．1で見た

通りである．この期間に実質GNPの低下がないままに

インフレ率低下が進行しえたのは，適切な政策に加えて，

βが過去20年平均のものよりかなり低くδ＝α／βも高ま

27）　総供給曲線の高傾斜は．「自然失業率に対応した

均衡値」への自律的均衡回復力の強さを意味している。
r＝min（r刀，F（翠ガ1（四P）））＝F（乾一1（例P））が成立

し，高い〃／Pに起因する供給制約が効いていれば，

フィリップス曲線と総供給曲線の双方が，高い自然失

業率に対応するところで垂直になる．英国はこのよう

なケースかもしれない（図2参照）．

　　　　　っていたことが寄与していた点を否定

フフンス　できまい28）・ただ，同時に強調すべき

。．48　は，βのボラティリティがかなり即き

　　　　　く，この間のβの低下も女子労働力率
　2．81

0．17　　のカウンターシクリカルな上昇等，そ

　　　　のン白雪ズムが十二分には解明されて

　　　　いない諸要因によって生じたものであ

　　　　　り，労働市揚に関する既存の知識から

先行きのβ変動とそれに伴う総供給曲線の位置と勾配と

の変化を的確に予測することは現状では甚だむつかしい

ということである．

　（2）　実質賃金の調整

　1．2（2）で紹介した「賃金ギャップ（㎜）」変数を手懸

りにして，実質賃金調整の問題を考えよう。

　1＞　まず，賃金ギャップ㎜変数の意味をみておこう．

　賃金ギャップ曜0とは，［5］式で示した通り（表7，（1）

式に再録），実質賃金（〃1．Pのと完全雇用限界労働生産性

乾（五ノ，κ）つまり均衡実質賃金との比率であって29），そ

れが1を上回る程，その時点の実質賃金が，（所与の固

定資本残高のもとで）完全雇用が実現したとした場合の

均衡実質賃金よりも，割高であることを示している．

　賃金のオートノマスな上昇やサプライ・ショックで実

質賃金がその均衡水準から乖離したとき，まず生じるの

は利潤抑圧（プロフィットスクイーズ）であり，次に，

企業が雇用労働者の限界労働生産性を実質賃金水準と一

致させるため雇用調整を進めてゆくのにつれて失業が誘

発される．㎜上昇には，この利潤抑圧and／or失業誘発

の効果があることは，表7，（2，2’）式（より直観的には（2．1）

式）から明らかである．従来，躍0を使っての分析は，失

28）中村（1987）は，日・米・独・英，4か国につい

て労働・賃金・物価ブロックに関する計量経済モデル

を推定し（推定期間：19751－841V），実質GNPを外生

変数として変位させるシミュレーションによって，総

供給曲線の勾配を推計している．初期値を85年にお
いたシミュレーシ目ンでは，日（3．51），米（0．22），独

（0．17），英（5．62）で，目本の勾配は米・独より高い．日

本の勾配が高い理由についてモデルの個々の方程式を

細かく吟味する必要もあるが，モデルの推定期間が70

年代後半から80年代前半にかけてであることも1因
となっている可能性が大きい．

29）①実質賃金といっても，労働者側ではなく企業

側からみたもの．従ってデフレーターはCPIではなく

．中間投入を除く生産者物価である．②完全雇用といっ

ても，摩擦的等自然失業が存在していることは，1，2

で既述の通り．③労働投入量は雇用者数×時間で，賃

金は時間当りで算定．

■
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表7賃金ギャップ（砺のについて
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1．　定 義

　　　　晩ノP・，‘
確σ‘＝
　　　FL（ゐゾ，‘：K‘）

　　　　　　確：時間当り賃金
　　　・（1）
　　　　　P．：中間投入を除く生産者物価（付加価値デフレーター）

　　　　　身1完全雇用労働投入量（人数×時間）

　　　　　　K：固定資本残高

ただし，y諸F（L，　K）；生産関数，　FL（L，　K）1限界労働生産性関数．

2．　意　　　味

躍θ＝
研ノP。

　　　　　FL（五：K）

一［　　（1列Pu）一F正（LlK1十　　　　Fム（L＝K））］・

FL（L：K）

　　　FL（L∫二K）

［1＋ヲi驚1｛丁丁寄五］

（2）

（2’） （2）式第2項を五∫の近傍で1次近似．

Cobb－Douglas生産関数y＝五がK1一αの場合

階［　　（剛Pの一α（y／L1十　　　　　α（ylL））］・ ］ガ
身
漣　畷穂

1［ （2．1）

3．労働分配率（SL＝距「五ノPoy）との関係

1，労働分配
　率（∫ム）

　（1ゲ五1Pりy）

2．　労働手ヒ産’1生ギャップ

（完全講離産。）
3．　「労働に関する生産の
　弾力性（δlny1δ1nゐ）」

　の逆数
備 考

1 1

ylL （＊） ［FL（五ノlK） r ●　，　■　■

（3）

躍σ＝ 翫　　’　　．（rノ五）｝

@　　　鴫））身一⊇

●

F（Lノ：K）1L∫

（3a） （3）式第2項目L∫の近似で1次近似．（幻・・＋（・一ア（黒身

Cobb－Douglas生産関数r＝4LαK14の揚合

げσ＝　　8ム　　・　　　　（酬五）1一α

・…　［・＋・・一・）・L劉・

α一1

α曽1

（3．1）

（3．1り

CES生産関数γ＝五［αL一ρ十（1一α）K齢ρ］一1／ρの場合（ただし，φ（1ζ1五）＝α十（1一α）（K1五）一P）

・・一…［・＋（・一・φ（諭）十五］・ ［・・φ㈲r（林）

（＊＊）を，基準時点の（1ζμの。の近傍で近似すると

一・φ（剛P’ ﾖ転）r（K1編判

（3．2）．

（3b）

4．推計法：通常の揚合

研σし　　墾　　．　勢働生産性指数

而一@　SL，o　　完全雇用労働生産性指数
　　①Cobb－Douglas生産関数を仮定．

　　②基準時＝100の指数形式．

　　③完全雇用労働生産性指数はpeak－to－peakのトレンド延長による．

（4）

業との関連で行われることが多かったが，企業段階での

雇用者数の調整速度が遅い日本では（2．2（2）参照），聡

上昇に伴う利潤抑圧効果をも重視する必要がある30）・31）．

さて，統計資料から㎜を推計する際の中心的なデー

30）　賃金ギャップ変数の有用性はBrun（》＝Sachsに

よって強調されたところであるが，彼等が㎜変数の
性格を表7のようなかたちで示しているわけではない．

31）　やや当然のことではあるが，ケインズ的失業，

古典派的失業を問わず，失業存在下では乾（五）〉死

（ゐヵ，従って躍0＞1，である．石油危機後の欧州での

失業を古典派的失業と性格づける見方は，「インフレ

の進行（財市場での超過需要）にも拘らず」四σが高留

まりしている，つまり，実質賃金が硬直的である，と

いう判断にもとづいたものである．



76

タとして労働分配率が使われることが多い．

また昭θの動きを労働分配率の動向から判

断することも可能である．そこで，四（穿と

労働分配率との関係をみておこう，

　表7，（3）式がそれである．四Gは，定義

的に，①労働分配率，②完全雇用が実現し

ていないために生じている労働生産性の完

全雇用蛍働生産性（ただし，労働生産性は

いずれも限界ではなく平均）からの乖離（（3

a）式も参照），および③生産の労働弾力性の

逆数，以上3変数の積として表現すること

ができる，ここで，③が労働と資本の限界

代替率に依存していることは，CES生産関

数を仮定した立合の（3b）式から明らかであ

ろう．

　いま，生産関数をCobb－Douglas型と仮

定すると③は定数となる．さらに，研θを

基準時を100とする「指数」として推計す

る雲合には，③を無視することができるの

で，推計式は（4）式の通り（早くとも形式上

は）簡単なものになる．すなわち，研θ指数

を，①「労働分配率指数」と②「労働生産性

指数／完全雇用労働生産性指数」との積と

して推計できるのである．まず生産関数を

推定し，㎜を（2）式に従って推計した例も

ないではないが，通常，㎜は（4）式のかた

ちで推計されている．

　2）図6は，日本の賃金ギャップに関す

るいくつかの推計結果と米国・西ドイツ・

英国についてのBruno（1986）の推計結果32）

を示したものである．

　㎜指標を使っ』た従来の議論は，どちら

かといえば米国と欧州諸国との対比が中心

であった．しかし，この図で日本の㎜指

数が欧州諸国と同じく70年代央に急上昇

し，最近もほぼ欧州諸国並の水準にあるこ

とが注目される．もとよりいずれの推計を

とっても，推計手続上夫々問題を抱えてい

る33）．従って，これらの推計から，例えば

．経　　済　　研　　究

（日本）
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110

100

Vo1．39　No．1

図6　賃金ギャップ（製造業，労働時間ベース）の推計

Bruno（1986）
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　　　　　　　　り’

　　　　　　　　　r・一一一英国
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32）　図6に示したものの他にも四6「指

数の推計は多い（たとえば，Brulx》＝Sachs，

Sachs，　OECDなど）．ここでは比較的最

近時まで計数が延長されているものを選
んで図示した，

1955 60 65” 70 75 80 85

（注）推計方法

1．Bruno（1986）……（ηL）ノは，系列1では成長率｝こ関し196〔〉一73年平均を利用し，系列2で

　は，1n（η五）；∫（ち隔一画，疋7，4σ，4ひ」1）から推計したもの（隔一83は，75年以降のトレンド・

　シフト．ひは失業率）．

2．Gordon（1987）……（y／OP）∫については，1962－83年平均成長率を利用．

3・Artus（1984）……（罵L）∫をσE8生産関数（推定期間1955－82）から推計．この場合のCES

　関数は，技術進歩率の1967，71年でのシフトを導入している他，系列1では労働と資本に関

　するCEIS関数であり，系列2では労働と資本およびエネルギーに関するCES関数である．

　完全雇用が達成されたとしたときの製造業L∫については，Lを3次のトレンドとひとで

　説明する方程式を推計の上，ひを自然失業率水準に抑えて算出したものこ

4．Lipscitz＝Schadler（1984）……ATtusの系列1にほぼ同じ．相違は技術進歩率のシフトを

　導入しなかったこと．

■
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欧州との微細な対比とか年々の動きなどを問題にするこ

とはできまい．しかし，次に見るように，日本の㎜指

数が米国型ではなく欧州型の推移を辿ってきたことは否

定しがたいように思われる．

　3）　㎜の動きを労働分配率との定義的関係を示す表

7，（3）式に従って検討してみよう・

　まず，（3）式で四σの第1構成要因である労働分配率

の動きは，様々な企業統計や国民所得統計によって唱え

ることができる．図7は日本銀行調査統計局『主要企業

経営分析』製造業の労働分配率（純付加価値（租税公課を

除く）中の人件費シェア）であり，表8は経済企画庁『国

民経済計算』の労働分配率を1970年＝100として示した

ものである．労働分配率は70年代前半に急上昇した．

その後の賃金上昇率の鈍化と雇用の削減とによって80

年前後に低下したとはいえ（図7），最近の水準（製造業ベ

ース）は60年代後半ないし70年代初頭の水準を依然2割

方上回ったものである（図7，表8）・

　つぎに，労働分配率の動きから四σを判断する場合の

補正要因，つまり，表7，（3）式の第2，第3要因について

考よう．

　60年代後半から70年代初頭までを基準時と考え，最

近の水準をこの基準時と対比すると，両要因とも，1γσ

指数を労働分配率の動き以上に押し上げる方向に働いて

いる公算が大きい．まず，（i）現在の労働需給は高度成

長期に比べればある程度緩和しているとみてもよいので

はなかろうか．そうだとすれば，第2要因である労働生

産性ギャップの最近の水準は，（（3a）式を使って，）基準時

よりも多少大きくなっている，と判断できよう．さらに

資本と労働との代替に依存する第3要因も，（3b）式のか

たちに展開してみると，基準時に比べて資本・労働比率

が上昇しているから，隔θにプラスの方向で働く要素と

なっていよう．

　以上のようにみてくると，日本の罪σ「指数」は，70

年代前半のハイパー・インフレーション末期の賃金上昇

％
7
0

60

図7　労働分配率（付加価値中の賃金シェア）の推移
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33）　比較的大きな問題点をあげておく．

　（i）労働分配率を算出するにあたり，個人業主所得

を非労働所得に分類（全てに共通）．

　（ii）Bruno，　Gordonは，完全雇用労働生産性を労働

生産性実績のピークをつなぐトレンドによって求めて

いるため，エネルギー，労働，資本間の代替や生産関

数シフト等への配慮が不充分・

　（iii）Artus，　Lipscitz＝SchadlerはCES生産関数の推

定結果を使うことで（ii）の問題をある程度回避してい

るが，一方，製造業の完全雇用労働投入量五ノを過去

の趨勢延長で求めており，最近のサービス化，製造業

雇用のウエイト低下等の構造変化が無視されている．

　　1965　　　　　　　70　　　　　．　　75　　　　　　　　80　　　　　　　　85

注＝1）　資料＝日本銀行調査統計局『主要企業経営分析』

　　　賃金支払額：上掲書「人件費」

　　　付加価値：上掲書「付加価値額」一「減価償却費」一「租税公課」

　　　参考図，増加率中，賃金は従業員1人当り人件費，雇用者数は従

　　業員数．
　　　なお1970年以前は，年度下期の前年度†期比増加率．

　2）為替レート＝年末計数．

と第1次石油価格上昇とによって大きく上昇し，その後

若干の調整はあったものの，60年代後半ないし70年代

初頭に比べると，現在も依然かなり高い水準にある，と

いう一応の結論がでる．

　従って，日本の砺0指数が欧州諸国同様最近も依然

高水準で，日本でも実質賃金の調整が完了していないと

いう図6の結論も否定できないこととなる．

　4）最近の躍0が1をかなり上回るということにっ
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いてはもとより，60

年代後半に比べて

躍σ指数が高いとい

うことについても，

多くのりザベーショ

ンが必要である34）．

現段階では，今後よ．

り厳密な検証が必要

な「1っの仮説」に

過ぎないであろう．

しかし，この仮説は，

経　　済　　研　　究

表8労働分配率（1970年冨100）

Vol．99　No．1

主要企業
経営分析

雇用者所得
人件費 生産者価格表示国内純生産 個人業主数増減を調整
純付加価値 雇用者所得
（除租税公課） 国民所得

製造業 製造業
i重工業 1軽礫 全産業 製造業 1重蝶 1毒除 全産業

1965 979 106．1

70 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100の 100．0 100の

75 120．7 134．1 139．2 125．3 125．9 132．2 138．6 118．6 116．5 125．0

80 107．5 125．9 125．6 125．7 124．7 123．6 126．7 119．7 112．3 123．7

85 120．1 129．2 133．6 121．6 127．7 124．5 134．5 112．6 111．1 127．6

資料＝日本銀行調査統計局『主要企業経営分析』，経済企画庁『国民経済計算年報』．

2．2でみた貝本における労働需要決定，賃金決定の性格か

らいって次のようなかたちで成立する蓋然性も高いよう

に思われる．すなわち，①70年代前半の賃金上昇と第1

次石油値上げによって実質賃金が限界労働生産性に比べ

上昇②その後企業は，賃金上昇率を大幅に落としまた

雇用者数を削減することによって調整に努めたが（図7），

日本の労働市揚の特性のためにその調整はまだ不充分で

あり，③更に，為替レートの変動（図7）という新たなシ

ョックも加わった・④この結果，最近の砺Gが依然1を

かなり上回っている，

　もしこの仮説が正しいならば，それは次のようなこと

を意味している。

　第1に，巷間日本の実質賃金は伸縮的だといわれてい

るが，その伸縮性は十分でないことである．日本の賃金

は企業と日本的労働慣行下の労働者（協調的なインサイ

ダー）との間の交渉で決定されるため，企業景況の現状

や先行きに「敏感に」反応するだろう．しかし，一方で

雇用調整が緩慢にしか行われないという点を考慮：すると，

』実質賃金の反応はなお不十分である．

　第2に，日本では一旦実質賃金の不均衡が発生すると

その解消には長期間が必要であり，その間，資源の効率

的配分上の問題が生じることである．日本では雇用調整

34）　基準時に比べて上昇したとみることについても

次の問題がある．すなわち，ここでは表7，（3）一（3．2）式

を使って議論したが，まず，F（）関数が安定的だっ

たとしても，（i）F（）関数，FL（）関数をLノの近傍

で1次近似したものを使っての議論であり，加えて，

F（）関数の安定性についても，（ii）エネルギーない

し輸入原材料と労働・資本との代替が無視されている，

（iii）技術進歩が中立的と仮定されている，（iv）製造業

として集計されたものでなく業種別の段階でみる必要

がある，等の問題がある．

　さらに，基準時は高度成長期であり，実質賃金の上

昇が限界労働生産性上昇におくれ勝ちであったとする

と，基準時の躍Gが1を下回っていた可能性もある．

が緩慢で，また，労働力率も通常プロシクリカルに変動

するため，実質賃金の硬直性に起因する失業はまず発生

しない．しかし，利潤抑圧により固定投資が抑制され，

また，その固定投資の内容も，賃金が資本サービス牛津

比割高なため，均衡実質賃金実現下に比べて労働節約的

バイアスをもつ，　といえよう35）．

　日本的労働慣行は企業申人的資本の蓄積を通じて労働

生産性の高成長に寄与してきたが，その反面で，実質賃

金不均衡の調整が容易でない，という要素ももっている．

70年代以降のわが国実質賃金の不均衡は，基本的には，

72，73年のハイパー・インフレーションに伴って誘発さ

れたwage－explosionから生じた．（第1次石油値上げが

これに続いている．しかし，第2次石油値上げ後は，賃

金ギャップ上昇をかなりの程度まで抑え込むことに成功

した（図6）・従って，第1次石油危機前にハイパー・イ

ンフレーションがなかったならば，適切な政策をとるこ

とによって，第1次石油値上げの影響を僅かなものにす

ることができた筈である，）日本的労働慣行を前提とする

と，インフレーションの後遺症は資源配分面で持続的で

あるといえるのではなかろうか36）．

3・むすびにかえて

本稿は，その取扱った領域が広汎であり，また，個々

35）　欧州諸国について，実質賃金の硬直性と資本蓄

積との関係を成長理論の枠組で検討した実証分析とし
て，Coen＝Hickman（1987）．

36）　実質賃金の不均衡が発生した場合に，需要を喚

起して物価を上昇させ実質賃金の低下を図るという政

策はとるべきではない．期待インフレ率の上昇と労働

需給の逼迫から実質賃金が却って上昇する危険が大き

いし，また，マクロ的政策を相対価格調整に割当てる

べきではないからである．現在かりに実質賃金が割高

になっているとしても，民間部門での調整を長い目で

見守るべきである．

4

●
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Jan．　1988 経済のマクロ的パフォーマンスと労働市揚

の問題に関する検討も不十分で，私自身の問題整理とし

て性格づけられるものであろう．しかし，敢えてこの段

階でその含意を大胆にまとめると，次の通りである．

　（1）　日本経済のマクロ的パフォーマンス

　需給両面のショックに対して，実質産出高がそして恐

らく実質賃金も早い速度で古典派的均衡へ収適してゆく

という意味での「市揚経済の自律的均衡回復力」が，他

国に比べて日本はとくに強い，とはいい難い．

　第2次石油危機後は，インフレ収束へ向けての適切な

政策運営と37），結果的に総供給曲線勾配を高めることと

なった労働市場の動きとが重なって，低いサクリファイ

ス・レイシオでインフレを収束するという良好なマクロ

的パフ牙一マンスを生みだすことができた．しかし，こ

のような蛍働市揚の作動形態が日本経済に本来的に備わ

っているとはいい難iい．

　（2）cautious　activismに立った政策運営の必要性

　労働市場の作動形態がボラタイルなため，総供給曲線

の位置，形状も不安定であり，その勾配も時として低い

ものとなる可能性がある．従って，（貨幣需要関数のシ

フトをはじめとする）総需要面での撹乱や，（実質為替レ

ートの変化などの）総供給面の撹乱が，経済活動と物価

上昇率とに大きな影響を与える可能性がある。

　このため，通貨量増加率を厳格にん％に維持するよう

な金融政策の運営は不適当で，ある程度の裁量的な政策

運営も必要である．しかし，何分にも経済メカニズムに

ついての知識が不充分であることに加えて38），総需要拡

大政策も期待インフレ率の上昇を誘発してしまえば実物

面に対する有効性を喪失し，インフレーションのみが残

ることとなる．従って，通貨量を引続き重視し，その枠

内での，しかも賃金，物価の動向にとくに注目した総合

判断にもとつく，cautious　activismが望まれる39）．

　（3）　マクロ経済分析に関連した労働市揚分析の必要

　総需要面はともかく，幽晦画面も一体にしたマクロ経

済学の知識によって現実を分析するためには，労働市場

の作動形態に関する諸問題を，理論的，実証的に詰めて

おくことが重要なように思われる．労働契約が暗黙の長

37）　自律的均衡向復力の強弱，つまり，総供給曲線

の勾配の大小とは無関係に，実物面への負の影響を最

小に抑えつつインフレ率を削減する最適の政策は，期

待インフレ率の低下を誘導することによって総供給曲
線のシフト・ダウンを図ることである（上述1．2）．

38）　本稿では，とくに労働市場の作動形態について

の知識が不充分であることを明らかにした．
39）・auti・u・a・tivi・m｝こついては，　Fi・cher（1980）1

なお，江口（1985）参照
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期契約のかたちをとることが多いことからみて，単にわ

が国だけの問題ではないのかもしれないが，「日本的労

働慣行」を前提とするわが国でとくに重要であろう．マ

クロ経済モデルの枠組を拡張し，補強するような方向で，

労働力をprimaryとsecondaryに2分したうえでの労

働市場分析が望まれるところである40）．

　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）
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